
 

 

 
 

 

 
 

          

開催日： 令和 8 年 9 月 28 日(月)   午後 1 時 30 分〜午後 4 時 00 分 
会  場： 港区立産業振興センター 会議室 港区芝 5 丁目 36-4 (札ノ辻スクエア 10 階) 
参加費： 会場・ＷＥＢ参加共 １名 24,000 円 （税込み） （ｷｬﾝｾﾙ通知は 1 週間前までに） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

[お問合せ・申込方法]  (株)経営コンサル 105-0003 東京都港区西新橋 2-9-3 ℡(03)3501-6811 
申込方法  下記申込書にご記入の上､FAX(全面)送信､又は E-mail､Web 上でお申し込みください。 

FAX (03)3580-3580  E-mail：con@sul.co.jp  Website⇒ ㈱経営コンサルセミナー  
《 お 申 込 書 》   □会場   □ＷＥＢ   受講    ��ください       NO･26-09281 

会社名  ご住所 〒 

電話･FAX 番号  Mail                  

所属･氏名   所属･氏名   

お申込み後会場受講は関係書類を､WEB 受講は開催終了後翌日に視聴用 URL を、お送りいたします。 

検 索 ⇒ (株)経営コンサルセミナー ⇒ お申し込み、他のセミナーもご覧ください 

■会場受講 ■ＷＥＢ受講 (10 日間開放)が選択可能) 

                                                                                

 

 

[重点講義内容] 
近年、日本企業には、社外取締役の増員、政策保有株式の縮減、資本コストを意識した経営、株主との対話、人的資本

への投資など、欧米型のコーポレートガバナンス改革が次々と導入されてきた。しかし、そのモデルとなった米国では、株
主価値最大化を重視した経営、巨額の経営者報酬、短期的な株価への過度の関心、ESG をめぐる政治的分断など、従来
の米国型ガバナンスの限界も顕在化している。 

そこで本講演では、米国企業のガバナンスがなぜ高く評価されてきたのか、それが現在なぜ揺らいでいるのかを検討し
たうえで、日本企業が米国型モデルを単純に模倣するのではなく、中長期的な企業価値の向上につながるガバナンスをい
かに構築すべきかを考え、その中で、監査役・監査等委員・内部監査部門についても、従来型の役割を超えて、企業価値
の持続的向上を支えるガバナンス機能何をすべきかを考察する。 

Ⅰ なぜ「米国型ガバナンス」が世界標準になったのか  米国株が長期間にわたり世界をリードしてきた背景 
企業価値を高めるための制度的な仕組み 

１ 株主第一主義、  ２ 機関投資家による規律付け、  ３ 独立社外取締役、 
４ 経営者インセンティブ報酬、  ５ M&A 市場 

Ⅱ 米国型「株主第一主義」の光と影  
１ 株主利益＝企業価値なのか   ２ 株価上昇＝優れた経営なのか、自社株買いの真実 
３ 経営者報酬を株価に連動させれば、本当に株主と経営者の利益は一致するのか  ４ 巨額報酬設計によるガバナンスのゆがみ 

監査役にとって重要なのは、違法性だけを見るのではなく、取締役会がどのようなインセンティブの下で意思決定しているのかを 
見ること 

Ⅲ ESG の混乱が示した米国ガバナンスの弱点 
  １ ESG 投資の急拡大→企業経営への ESG の組込み 

２ 米国の反 ESG 運動→政治問題化→第二次トランプ政権下での反 ESG 政策 
企業は、政治や社会の流行に左右されず、自社の長期的企業価値にとって何が重要なのかを自ら判断できているかという 
ガバナンス問題 

３ 日本企業は ESG ないしサステナビリティ課題にどう立ち向かうか？ 
市場の要請を踏まえて、監査役・内部監査は何をすべきかについて検討する 

Ⅳ 日本のガバナンス改革の特徴と今後の課題 
  日本では長年、「社外取締役が少ない」「株主を重視しない」「ROE が低い」「政策保有株式が多い」「経営者報酬が低すぎる」などが

問題視され、米国型への接近が進められてきた。 
しかし、日本企業には、長期的経営、従業員との関係、取引先との継続的関係、内部昇進型経営者、比較的抑制された経営者報酬
など、米国企業とは異なる特徴がある。 

Ⅴ 2026 年 CG コード改訂から考える「攻め」と「守り」 
「守りのガバナンス＝不祥事を起こさない」から、「攻めのガバナンス＝適切なリスクを取って企業価値を高めるガバナンス」への変化 

Ⅵ 監査役・内部監査部門が見るべきもの 
監査役等の役割を、Compliance → Risk Management → Governance → Sustainable Value Creation と拡大して把握する 

Ⅶ 日本企業のガバナンスは「米国の後追い」から次の段階へ 
 

Profile 浜辺 陽一郎（はまべ よういちろう）氏  
1961 年生まれ、1985 年慶応大学学部卒、1987 年弁護士登録、 
1991 年ニューヨーク州弁護士資格取得／2004 年 4 月早稲田大学（法科大学院）客員教授を経て 2009 年 4 月青山学院大学法
科大学院 特任教授から現職。コンプライアンス、会社法、内部通報制度など関連著書論文多数。近著に「米国株神話の崩壊 日本
株の逆襲」（ビジネス社２０２６年刊） 

 

監査役・監査等委員/内部監査・経営企画等 各部門 様 (株)経営コンサル/特別研究セミナ


